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令和7年度 国営土地改良事業地区調査 環境
配慮計画（案）策定他業務
新利根川沿岸地区:茨城県稲敷市他1町地内 渡
良瀬川沿岸地区:栃木県足利市及び群馬県桐
生市他3市4町地内
令和7年6月3日 ～ 令和8年3月9日
建設コンサルタント

分任支出負担行
為担当官 関東農
政局利根川水系
土地改良調査管
理事務所長 都築 
慶剛

千葉県柏市根
戸471-65

令和7年6月2日
一般社団法人地域環境資
源センター
法人番号2010405001128

東京都港区新
橋5-34-4

会計法第29条の
3第4項（企画競
争）簡易公募型
ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ契約

- 21,615,000 21,615,000 100.0% - - - 8 0 - -

令和7年度 国営施設機能保全総合対策事業 
鏑川地区事業計画書(案)補足検討業務
群馬県富岡市他2市2町
令和7年6月3日 ～ 令和8年3月19日
建設コンサルタント

分任支出負担行
為担当官 関東農
政局利根川水系
土地改良調査管
理事務所長 都築 
慶剛

千葉県柏市根
戸471-65

令和7年6月2日
NTCコンサルタンツ株式会
社 東京支社
法人番号2180001039299

東京都中野区
本町1-32-2

会計法第29条の
3第4項（企画競
争）簡易公募型
ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ契約

- 50,875,000 50,875,000 100.0% - - - 1 0 - -

令和7年度 地域整備方向検討調査 両総二期
地区施設整備等構想検討業務
千葉県茂原市ほか13市町村
令和7年6月13日 ～ 令和8年3月19日
建設コンサルタント

分任支出負担行
為担当官 関東農
政局利根川水系
土地改良調査管
理事務所長 都築 
慶剛

千葉県柏市根
戸471-65

令和7年6月12日
NTCコンサルタンツ株式会
社 東京支社
法人番号2180001039299

東京都中野区
本町1-32-2

会計法第29条の
3第4項（企画競
争）簡易公募型
ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ契約

- 47,454,000 47,454,000 100.0% - - - 4 0 - -

国営土地改良事業地区調査 浜名湖北部二期
地区事業計画検討その2業務
静岡県浜松市地内
令和7年6月26日 ～ 令和8年3月2日
建設コンサルタント

分任支出負担行
為担当官 関東農
政局西関東土地
改良調査管理事
務所長 小林 賢一

静岡県菊川市
加茂2280-1

令和7年6月25日
内外エンジニアリング株式
会社 東京支社
法人番号1130001011313

東京都台東区
東上野1-28-
12（新御徒町
KMビル）

会計法第29条の
3第4項（企画競
争）簡易公募型
ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ契約

- 42,207,000 42,130,000 99.8% - - - 3 0 - -

地域整備方向検討調査 中信平三期地区施設
整備方針検討業務
長野県松本市、安曇野市、塩尻市、東筑摩郡山
形村、朝日村
令和7年6月26日 ～ 令和8年1月28日
建設コンサルタント

分任支出負担行
為担当官 関東農
政局西関東土地
改良調査管理事
務所長 小林 賢一

静岡県菊川市
加茂2280-1

令和7年6月25日
株式会社葵エンジニアリン
グ 関東支社
法人番号6180001029197

埼玉県さいた
ま市浦和区高
砂2-2-17浦和
県庁通りビル5
階

会計法第29条の
3第4項（企画競
争）簡易公募型
ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ契約

- 7,568,000 7,480,000 98.8% - - - 2 0 - -

令和7年度 国営造成水利施設ストックマネジメ
ント推進事業 霞ヶ浦用水地区南椎尾調整池付
帯設備耐震性能照査業務
茨城県桜川市真壁町大字椎尾地内
令和7年6月27日 ～ 令和8年2月27日
建設コンサルタント

分任支出負担行
為担当官 関東農
政局利根川水系
土地改良調査管
理事務所長 都築 
慶剛

千葉県柏市根
戸471-65

令和7年6月26日
NTCコンサルタンツ株式会
社 東京支社
法人番号2180001039299

東京都中野区
本町1-32-2

会計法第29条の
3第4項（企画競
争）簡易公募型
ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ契約

- 23,628,000 23,628,000 100.0% - - - 3 0 - -

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事） 
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開
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